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独立行政法人国際協力機構の平成 27 年度計画の変更理由 

 

「総合的な TPP 関連政策大綱」（平成 27 年 11 月 25 日 TPP 総合対策本部決定）実現に向けた施策に係る予算が平成 27 年度補

正予算（第 1号）により措置されたことに伴う変更。 
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独立行政法人国際協力機構の平成 27 年度計画新旧対照表 

 

独立行政法人名   国際協力機構                                                   主務府省名  外務省 

平成 27 年度計画（変更前） 平成 27 年度計画（変更後） 

3．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画（有償資金

協力勘定を除く。）  

① 自己収入の確保及び適正な管理・運用に努める。 

② 平成 26 年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された運営費

交付金及び施設整備費補助金については、「地方への好循環拡大に

向けた緊急経済対策」（平成 26年 12 月 27 日）において、地方の

活性化及び災害・危機等への対応のために措置されたことを認識

し、中小企業及び地方自治体の国際展開支援事業等に係る技術協

力並びに防災力強化のための施設改修に活用する。 

（中略） 

 

3．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画（有償資金

協力勘定を除く。）  

① 自己収入の確保及び適正な管理・運用に努める。 

② 平成 26 年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された運営費

交付金及び施設整備費補助金については、「地方への好循環拡大に

向けた緊急経済対策」（平成 26年 12 月 27 日）において、地方の

活性化及び災害・危機等への対応のために措置されたことを認識

し、中小企業及び地方自治体の国際展開支援事業等に係る技術協

力並びに防災力強化のための施設改修に活用する。 

さらに、平成 27年度補正予算（第 1号）により追加的に措置さ

れた運営費交付金については、「総合的な TPP 関連政策大綱」（平

成 27年 11 月 25 日）において、海外展開先のビジネス環境整備等

を図るために措置されたことを認識し、産業人材育成事業等に係

る技術協力に活用する。 

（中略） 
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平成 27 年度計画（変更前） 平成 27 年度計画（変更後） 
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以 上 

 

 

 

以 上 

 


